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SEISMIC 　RISK 　MANAGEMENT 　OF 　A 　BUILDING 　IN　SEISMICALLY 　ACTIVE 　REGION

高 橋
．
雄 司

＊ ，正 木 信 男 ＊ ’

， 穴 原 一 範 ＊ ＊ ＊

， 五 十 田　博
＊ ＊ ＊ ＊

Ybl／
’
i　TAKAHASHI ，　Nobzao　MASAKL 　Kazunori　AAI4HARA

　　 　　　　 　　　　 　　 and 　Hiroshi　ISODA

This　paper　pres巳nts 　au 　application 　procedure　of 重he　up −to−d飢 e　knowlcdgc　obtained 　in　the　related 　academic 　fields，　partioularly
scismologica ］models 　 fbr　the　 estimation 　 of　earthquake 　 occurrence 　probabllities　 and 　 strQng 　ground　 motions ，　 to　 seismic 　 risk

management 　of　buildings　in　seismically 　active 　regions ．　As　an 　example ，　a　wooden 　single 　housc　il、　Miyagi　prefectUre　is　dealt　with ．
This　housc　is　exposed 　to　intensive　seismic 　hazards　since　it　is　located　near 　the　seismic 　so ロ rcc　ofthe 　Miyagl−ken−oki 匸泊rthquake （臨
＝7．5），whioh 　was 　forecasted　to　occur 　in　99 ％ probabihty　within 　the　nex130 　ycars．　Preparing　fc）r　such 　earthquakes ，　thc　house　is
base−isolated、　In　order 　to　examine 　the　e行

’
ectiveness 　ofth ¢ base・isolation　system ，　the　life−cycle 　costs　of　two　desigll　altcrnativcs，　one

is　the　base−fixed　hous¢ and 　the　other 　is　base−iso［ated　one ，　are　compared ．　They　are 　oomputed 　by　uti ］izing　the　advanccd 　scismologica ］

modelg ．　deveiQped　by 【he　Hcadquarters　fbr　Earthquake　Research　Promotion．　The　an 田ysis　demonstrates　tl】at　the　initia］i【lv ¢ st［ne 【1亡in

the　bas¢ −isolation　system 　reduoes 　the　life−cycle　cGst 　impQsed　on 　the　owner 　ofthe 　house．
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1．は じめ に

　大 地 震 に よ る建 物被害 を軽減 す る た め に は、事前 に適 切な防災 対

策 を施 して お くこ と が有効 で ある。しか し なが ら、個 人 や企業が 所

有す る私 的 な 建 物 に つ い て は 、原 則 と し て 各 々 の 費用負担 で 地 震防

災対策を講 じ る 必 要が あ り、建 物の 所有者 自身が、い っ 来 るか わ か

らない 地 震 に対 して投 資す る ケ
ー

ス は多 くない 。構造 体の 強度 ／靭

性 の 向上 、免震 ／ 制振 化 な ど、新築 あ るい は既存建物 の ハ
ー

ドな地

震対 策技術は進 歩 して い る。一．・方 で、そ れ らに投 資す る こ との メ リッ

トを建物所有者 に説 明す る た め の ソ フ トな 技 術 は、現 段 階で は 充分

に 整備 され て い な い 。

　こ の よ うな背 景 を受 け て 高橋 らは 、建 物 所 有者 を地 震 対策に 誘導

する こ と を 目的 とす る、地 震 リス ク
・
マ ネ ジ メ ン ト手 法 の 開発 を行 っ

て きた
2，．＃｝。本手 法で は、建物所 有者 の 総 支出 （ライ フ サ イ クル ・

コ ス ト ／LCC ）を地震 リス ク と と らえ、複数 の 設 計案の 中か ら、LCC

を最小 にす る最適 案を 建物所 有者 に提 示 で き る。特 に 地震危険度の

高い 地域 で は 、強度・靭性 の 向 上、制 振 、免震 な どの 地震対策技術 に

初期投 資す る こ とで 、LCC が 軽減 され る こ とを 説明で きる。都市的

な 観点 か ら は 、こ の よ うな地 震 リス ク
・
マ ネ ジ メ ン ト技 術 を用 い る こ

とで 、耐震安 全性 の 高い 建物 の 普及 に寄 与 で き る。

　
一

方で 政府 の 地震調 査研 究推進本 部 ・地 震 調 査 委 員会 は、地震の

発 生 確率例 えば 5｝’7）
お よび そ の 強震動評価

例 え 職 9，

を発 表 して い る、，こ

の よ うな成果 は 今 後 、多方 面 に 有効活 用で きる こ と が期 待 され．建

物 の 耐 震 設 計 な ど工 学 利用 に 関 す る議 論 も行わ れて い る
例えば ］e）．LL）。

耐 震 安 全 性 の 高 い 建 物 を普 及 させ る た め に も、地震調 査 委員 会の 成

果 を有効 活 用 す る方 法 を頁 に 議論 して い くこ とが 望 まれ る．

　本論 文で は そ の ひ とつ と して 、地震 調査委 員会の 成 果の
一一・

部 を、
先述 の 地震 リス ク

・
マ ネ ジ メ ン ト技術 に 効果的 に 導 入 す る手 法 を新

た に提 案す る。は じめ に、文 献 2）で 定 式化 され た LCC の 算 出式 にお

い て 、地震調 査委員会 ・
長 期評 価 部会 に よ る地震発 生の 確 率モ デル

5》−7〕
お よ び 同委員会 ・強震動 評 価 部会 に よ る強震動作成 手法

S）・9｝を直

接的 に 利 用で き る こ と を示 す。これ ら最新の 知 見 を活 用する こ とに

よ り、建物所 有者 対 して 合 理 的 な判 断 材 料 を提示 で きる。

　次に、本論 で 提 案す る 活 用 手 法 の 例 と し て 、宮城 県仙 台市の 戸 建

住 宅を 対 象 と した 地 震 リス ク
・

マ ネ ジ メ ン トを示す b 対象住宅近 く の

宮城 県沖合 で は、約 37．1 年の 周 期 で 宮城 県沖地震 （マ グニニ チ ュ
ー

ド

7．5 前後） が発 生 し、長期評価部会 は 、次の 3〔〕年 以 内の 発 生 確 率 を

99％ と発 表 して い る
S）。ま た 、強震動評価部会 に よる 強震動予 測 地

図
s）で は 、対象住宅 付 近 に お い て 震度 6 弱の 強い 揺れが予測 され て

い る。対 象住 宅 で は 、地 震対策 と して 免震構法が施 され てお り、そ

の 初期投 資に よ り LCC を 軽減で きる か を検証 す る。LCC を計 算す る

本 論 の
．
部 は文献 1｝の 内容 に修 IE ・加筆 した もの で あ 7n、

　
’
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　際 に は 、長期評 価部会 に よる 地震発 生確 率モ デル
5♪お よび強震動

評価部会に よ る強震動評 衝モ デル
S，
を 利用 す る 。 地震危 険度の 高い

地 域に お け る 防災対策への 誘導は 喫緊 の 課 題 で あ り、本 事例 は、地

震 調査 委 員会 の 成果 を 活 用 した プ ロ トタ イ プ と位羅付け られ る 。

　本 論 の 第 2 章で は、地震 リス ク ・
マ ネ ジ メ ン トの 概要 を述 べ 、そ

の 中 で地 震調 査委員会 の 成果 の 活用 手 法に つ い て 説 明する。第 3 章

で は、宮城 県仙 台市の 戸建 住宅 を対 象 と した 事例研 究を 示 す。第 4

章は まとめ で あ る。

こ こ で、E ［
・
］は 確率変数 ・の 期待値、　 Ci．は LCC 、　 G は初期費用．

Ct）（m 」）はマ グニ チ ュ
ード M 」

の 地震に 対す る損 傷費用、　 t，　1ま建物の 開

始時間、崛 は建物の 供用期 間、g・・　11（1＋のは金利係数、ゴは利 子率、

fVn（t，mJl 　nvi＞ to）は マ グ ニ チ ュ
ード M

」
の 地 震 に つ い て 、最後 の 地 震 か ら

toの 間に 地 震 が 起 き て い な い とい う条件 の も とで 、　n 番 目の 地 震発 生

時 刻の 確 率密度 関数、alt ・sources は 考慮 され る 全 て の 震 源域 を 指す。

〔2）式 は、地 震 の 発 生 を 更 新過 程の ひ と っ で あ るボ ア ソン 過 程 と した

場 合の 特殊 解で あ る
2）。

2．地 震 リスク
・
マ ネ ジメントの 概 要

2−1．基礎概 念

　 高橋 らが 提案 し た 地震 リス ク ・
マ ネ ジ メ ン ト手 法の 基礎概 念は 、

既 に 文献 2）−4）の 中で 述べ て い る。本章 で は、こ れ に 地震 調査 委員

会 ・長期評価部会お よび 強震動評 価部会 の 成 果の 活用手 法 を 新た に

追加 した うえ で 、改め て 概説す る。

　地 震 リス ク ・マ ネ ジ メ ン トを、図 1 の よ うに 幾 っ か の 設 計 案の 中

か ら意思決定 者に と っ て最適な 案 を選ぶ 、い わ ゆる意思 決 定 閊 題 と

定 義 す る。各 設 計 案の 将 来 の 損 失 は 確 定 的 に は 予 測 で きず 、図 1 右

の よ うな確 率密度関数 （リス ク ）
ll ，

で 表 わ され 、こ れ に 基 づ い て 意

思決 定 が 行わ れ る 。設計案 と し て 例 え ば、建 築基準 法通 りの 設計、

構造体 の 強度／靭性の 向上、免震 ／制振 化な どが 挙 げ られ る n 構造

設計 だ けで は な く、保険 ／デ リバ テ ィ ブ の 購 入、リス ク の 保有／証

券化、事後対応 も設計案 と し て と らえ る こ とが 出来 る。

　 建 物の 地 震 リス ク ・マ ネジ メン トに お い て は、以 上の 設計に 関 わ

る初期費用 だ け に 注 目す る の で は な く、建 物の 供用 期間を 通 して の

総出 費 （ラ イ フ サ イ クル ・コ ス ト ： 1．．CC ）を地震 リス ク と して と ら

え、そ れ に 基 づ い て 設 計 案 を 選 ぶ こ とが 合 理 的 で あ る。地 震 リス ク・

マ ネ ジ メ ン トで 考慮 す べ き LCC は、初 期 費用 と供 用 期間 中 に発 生 す

る地 震 （
一

般 に は 複 数 ）に よ る 損 傷 費 用 の 総 和 で 表 す こ とが で き る。

設 計案

aN

地震 リス ク

L ＿
E［損 矢】

　：　Rl

　 　 　 　 　 損失

E［損失］

瞳 一

　 E［損失 ］

図 1 地 震 リスク
・
マ ネ ジメン トに お ける意 思 決 定 樹木

2−2．ライフ サ イクル ・コ ス トの 定式 化

　図 1 にお け る 各設 計 案の LCC は 確定値 と し て は 予 測で きない が、
最 小 期 待 損 失 基 準

1コ）
に 従 うと、LCC の 期 待値 （平均値）が 最小 とな

る もの を 最適 設計 案 と し て 選ぶ こ とが で き る。あ る 設 計 案 の 期待

LCC は （1）式の よ うに 定式化 され る
1｝。

qc，．］− Ci＋

　 　 　 　 　 　 　 　 　
te　＋tJ（e　　　　 oロ

Σ Σκ［c 。 （m 、）］∫e
「一・

Σ血 （t，m
、
　Wl ＞ t

。）dt　 （1）

o ” sou 厂ces ノ昌監　　　　　　 r自　　　 〃＝1

E［・・］・Ci ・篇
’

  翻 吻 … ［Cf）（m ．」・］
f°「　e ≠ 1　 12a）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 K

E［C，］− Ci＋ t
、，、、　

x Σ Σ　rt　m
，
）・E［C 。 （MJ ）］　

f°「 9 ‘i （2b）

　 　 　 　 　 　 　 ati　．s．Otlrcv．、．ノ＝L

こ こ で 、v （m 」）はボ ア ソ ン ・モ デル を仮定 した 際の 、マ グ ニ チ ュ
ード

mv の 地震 の 単位時 間あ た り の 発 生 率で ある。

　これ に 対 し て 、（1）式中の ΣfWn（ら剛 略＞tu）は 、任意 の 非ボ ア ソ ン ・

モ デル とす る揚合 の 発 生率 で あ る。地 震調 査 委員会 ・
長 期評 価部会

は、近 年の 地震学の 発 展 を踏 ま え て、非 ボ ア ソ ン ・
モ デル の ひ とつ で

ある Brownian　Passage　Time （BP
「
1
’
） モ デ ル を用 い て 地 震 の 発 生 確 率

を 算出 して い る。（1）式 の Σfw”（’，砺1酷 ＞ to）に は 、その モ デ ル あ るい は

計 算結果 をそ の まま導入 で き る、、

　（1＞式お よ び 〔2）式 中の Co（ml・）は、図 2 に 示 す よ うな断 層破壊 及 び 弾

性 波の 伝播、表層 地盤 の 増幅、建物 の 応 答、損傷費用 発 生 ま で の 全

て の プ ロ セ ス を、関連す る研 究分 野 （地 震 学、地盤 1二学、構造 工学

な ど） で 開発 され た モ デル を 用 い て シ ミュレ ーシ ョ ン す る こ とに よ

り 算出で き る。特 に 地 震動 作成 に 関 して は、経験的 距離 減 衰 式、統

計的 グ リーン 関数 法、ハ イ ブ リッ ドグ リ
ー

ン 関 数 法 な ど地 震 調 査 委

員会・強震動評価部会 の 手 法 お よび パ ラ メ
ー・t

／　
S｝・　V）をそ の ま ま利 川 す

る こ とが で き る。

　 ただ し、図 2 に示す全 て の 事象は 不 確 定性 を含 む の で 、（そ の ば ら

つ きを含 ん だ）複数 の サ ン プル を 作成 し、各々 の サ ン プル に つ い て

C ρ  ）を求め、そ れ らの 期 待値 （平 均値） と して E［C。（  1が得 られ

る 。つ ま り 、モ ン テ カ ル ロ
・シ ミュレー一シ ョ ン に よ り E［Cn〔Ml ）1を 求

め る。

4
口 口

丶
公

耘語
∫

ロ ロ

口 ［コ

地衰 匚 L口
匚］口

再 嚢漸壇徽

「亭
一

“
　　　　，遣「、早

酷 懿 蠧 凝
；卓

：［：学捕 盤

1
韆 驪

図 2 断 層破壊 か ら損傷費用 発 生 までの プロ セス

　各サ ン プ ル の CD （mj ） を求め る 際に は、理 論上、如何 な る シ ミュ

レ
ー

シ ョ ン ・モ デル で も用い る こ とがで きる。しか しなが ら実用 上 は 、
顧 客 （建物所有者 な ど）の 要望 に応 じた メ ニ ュ

ーを予 め用 意 して お

くこ とが 現実的で あ る
3）・4）。図 3に は、現 時点で 想定 され る メ ニ ーr

の
一

例 を示 す。こ こ に 示 した メ ：＝＝一
は あ くま で も現時 点 で の

．．・
例

な の で 、顧客か らの ニ ーズや各分 野に お け る シ ミュレ
ー

シ ョ ン 技術
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の 進 歩に 応 じて、随時、柔軟に 更新 され るべ きで ある。

　以 上 の よ うに（1）式 あ るい は （2）式 は、関連研 究分野の 知 見を最大限

に 導入 す る こ とを 可能 と し、そ の 時 々 で 信頼度 の 高い 判断材料 を提

供 で きる も の であ る。ただ し、現 段 階 で 図 2 の 各 事 象 を完 全 に模擬

で き るモ デル を得 る の は 困 難で あ る た め に、ど の よ うな モ デ ル を使

うに し て も、適用 限 界 を 明確 に して お く必 要 が あ る。
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図 3Co （MJ ）を算 出するため の シ ミュ レ
ー

シ ョン・モ デル の 例

3．宮 城 県の 戸 建 住 宅を対象とした事例 研究

3−1．対 象戸 建 住 宅の 概 要

　宮城 県仙 台市の 2 階建 て 在来軸組木造住 宅 （延 べ 床 面 積 45．33 坪

＝149．88m2）を対象 と し 1 その 外観 と建設 位 置 （緯 度 38．19
°
、経度

140．91°） をそ れ ぞれ図 4 お よび図 5 に 示 す。この 住宅 の 地 上 部分

の 新築費用 は 3，000 万 円で あ り、免震化 工事費用 は 260 万 円で あ る

（地 上部分 の 約 8．7％）。こ こ で は、免 震化せ ず に基 礎 を 地 面に 固定

した場 合 （3，000 万 円） と免震化 し た 場合 （3，260万 円＝＝3，000 万円 ＋

260 万 円） の 二 つ の 設計案 を考え る。（】）式あ るい は （2）式 を用 い て 両

者 の 期 待 1．CC を算 出 し 、免震化 に 初期 投資す べ きか 否 か の 検討 を 行

う。意 思 決 定者 を建 物 の 所 有者兼 居住 者、住 宅 の 供 用 期 問 を 3D 年 と

す る。

図 4 対 象戸建住宅 の 外 観
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図 5 住宅の 位置 （☆ 〉、対 象震源域 （囗 ）および歴 史地震 （O ）

3−2．対象 震源域 およびそ の 地 震活 動

　 宮城県沖地震 の 発 生が 予 測 され る地 域 を 震源 域 とす る。震源 域は、
文献 6）お よび 8）を参 考に．100kmx106km の 長方形、上 端深 さ20km 、
走行 190

”
、沈み 込 み 角度 20

［’
と して い る （図 5 中の ロ ）。原点 （図

5 中の ●印） の 緯度 ・経度 を それ ぞ れ 3850D 、142．6Dワと した。地

震 カ タ ロ グ （宇佐 美
14）、宇津

15）、気 象庁
1（’）
） に 掲載 され て い る 、震

源 域付 近 で 発 生 し た 過去 の 地震 を 図 5 中 に プ ロ ッ トす る。マ グ ：z チ

ュ
ー

ドの 大 き さに 応 じて 5．0≦ m 〆 6．0、6、0 ≦ m ＜ 7．0、7．0 ≦ tn 〈 8．O の

三 っ の グル
ー

プ に 分類 され て い る （各 グル
ー

プの マ グ ニ チ ュ
ー

ドの

代表値 は、それ ぞれ ml
≡5．5、　 Ml

＝6．5、　 M 、
＝7．5 で あ る ），、地震 発生

時 間 と マ グ ニ チ ュ
ードの 関係 を示 した も の が 図 6（a）で あ る、，地 震発

生 回数 を対象期 間で 除 し て、各 グ ル ープの 地 震の 年発生 率 を求 めた

も の が 図 6（b）で あ る 。地震 の 発 生 をボ ア ソ ン 過程 とみ な して 期 待

LCC を算 出 す る 際に は 、図 6（b）の 年発 生 率 （v （55 ）
轟0．840、　 v （6、5）

− o．270、v （7．5＞＝0．027） を（2）式 に 代入 す る。

　対 象 期 間 内 に 頻 繁に 起 きる 地震の 発 生 は、定 常 的 な ボ ア ソ ン 過程

とみ なす こ とが で きる が 、め っ た に起 き な い 地 震 の 発 生 に つ い て は 、
BPT （Brownian　Passag¢ Time ）モ デル な どの 非 ボア ソ ン 更新過程 が 適

して い る
s）−T）。宮城県沖地震 （ml ＝7．5）の 発 生 に つ い て BPT モ デ

ル （半 均再 現 期間＝37、1 年、α
・iO．t77） ∫「

を適用 す る と、そ の 発 生

率 は 図 7 の よ うに な る。（1）式は、地震の 発 生率 は 1回 目か ら・刈 司目

まで の 地震 の 発 生確 率 の 総 和に な る こ とを示 して い る
2，
が、本 件で

は 1 回 目か ら 5 回 月 まで の 総和 と し た 。す な わ ち、対象期聞内に 6
回 以 上 の 宮城 県 沖地 震 が 発 生 す る 確率 は 無視 で き る もの と した n 同

図 に は、比 較 の た め に ボ ア ソ ン ・モ デル の 発 生 率 （0．027） も破線 で

示 され てい る。図中の 網 掛け部分は 、住 宅 の 供 用 期 間 （30 年 間）を

示 す。発 生 率 と水平軸 の 囲む 面積 が、供 用 期 間中の 地震 の 期待発 生

回 数 と な る．t〔）
＝】年 （住宅の 竣工 ： 前 回 の 宮城県沖地 震の 1年 後 ）

と仮定 した 場合 に は、ボ ア ソ ン
・

モ デ ル が期待発 牛 ［1数 を過大評 価

して い るこ とが わか る。逆 に、住 宅の 竣 工 を 2005 年 6 月 12 目 （前

回 の 地震 ぴ）27年後）と し た to；27年 の 場合に は、過小評価 して い る。
地 震 の 発 生 を BPT モ デル と して期 待 LCC を算出す る際 には、図 7

の 発 生 率 を （1）
．
式 に 代入 す る。
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3−3．シミュ レ
ー

ション

　（1）式お よ び（2）式中の 期待損傷cr胴　E［Co（ml）］を求め るた めに、各マ

グ ニ チ コ、一ド （mi ＝5．5、　 mzz6 ．5、　 ms
＝7．5）の 断層破壊 に対 して、

図 2 に 示 す事象の ば らつ きを考慮 して 、そ れぞれ 100 個の サ ン プ ル

を生 成 し て モ ン テ カ ル ロ ・シ ミ ュ レーシ ョ ン を行 う。各 マ グ ニ チ ュ

ードに つ い て 、100 サ ン プ ル の 損傷 費用 CD（m 」）を求 め 、そ れ らの 平均

値 と して ff［G ♪（m ）

・
）］を計 算 で き る。2−2 節 に 述 べ た よ うに、図 2 の 各

事象 を シ ミュレ
ー

シ ョ ン す る た め の モ デル は 、自由 に 選 択 す る こ と

が で き る．本 事例 研 究で は
一

例 と して 、現 在 の 耐震設 計 で 川 い られ

て い る程 度 の 時刻歴 解析 を 伴 うモ デル に よ りシ ミ ュ レ
ー

シ ョ ン を行

う （図 3 の 「詳 細 法 」）、シ ミュレ ーシ ョ ン に つ い て 以下 に 述 べ る。

　地 震基 盤 面 にお け る 地震 波 を統計的 グ リ
ー

ン 関数 法
S） m

に よ っ て

生 成 す る．断 層パ ラ メ
ー

タや地 下 構 造な どは、地震調査委 員会 強 震

動 評価 部会 で用 い られ た もの
S）
に 基づ い て 決 め た （表 D。各マ グ ニ

チ ュー
ドに 対応 す る 断 層破 壊面の サ イズ は、ス ケーリン グ則

S〕に よ

り求め た （表 2）。tn3 ＝7．5 にr）い て は、文献 8）の ケース A1 （モ ー

メ ン トマ グ ニ チュード 7、6） の パ ラ メ ータ を 用 い る。文献 8）と同様、
各 断 層 面 を 約 4km × 4km の 小 断層に 分割す る （表 2）。
　断 層破 壊 面の 位 置は 、図 5 の 震源域 内で ラ ン ダム に 発生 させ る。
断 層破 壊 面 ヒの すべ り量分布 は 、Ml ＝5．5 お よび tnl ＝65 につ い て は

対 数正 規 乱数 を用 い て ラ ン ダ ム に 設 定 し た。簡
匸7、5 に つ い て は．文

献 8）の ケ
ー

ス Al と同様 の ア ス ペ リ テ ィモ デル を用 い 燈，2 つ の ア

ス ペ リテ ィ 位置 は断 層破壊 面内 で ラ ン ダ ム に 発 生 させ る u い ずれ の

ケ
ー

ス に お い て も、断 層破壊 の 開 始点 は、断層破壊 面内で ラ ン ダム

に 発 生 させ る。以 Eに よ り、ひ と つ の サ ン プ ル （断層破 壊）に 対 し

て XY2 方向 の 地震 波 を生 成 す る。文 献 8｝と同様、放射特．性係数 を

0．62 で全 方 向
一．．・

定 と して い るた め に 、両方向で ほ ぼ同 レベ ノレの 地 震

波 が 生成 され る、な お、こ こ で は 統 計 的 グ リ　一一ン 関数 法を用い て い

る た め に、デ ィ レ クテ ィ ビテ ィ
・パ ル ス や 3 次元 地 盤 構造 に 起因 す

る 長周 期成 分 の 再 現 性 に 乏 しい こ とが 適川 限 界と して 挙げ られ る。

表 1 震 源パ ラメ
ー

タ

静的 応力 降下 量

密度

剛 性 率

せ ん断 波速 度

7．OMpa3

．0　〔砂じ1111）

4．7E ＋ 10〔N 〆m
−
）

3．9km 〆s

破壊伝播 速度 （放射 状 ）　　3．O　krn／s

’
丁．“ua．v

ρ ω

… 135CIIz ）

IHO．1
°f’9

（ノ
．
≧ 且OH・）

I
　 HO 　 〔ノ

．
く 1．OHz ）

表 2 断 層破 壊 面の サ イズ

6．5　　 182．4

7．5　　 2266

Ml5

．5
．．督讐 ll罪照（km ）…ノ’の 分害II ・rの 分 Zll

4．27　　 1　　　 1

13．513 ．53

47．6　　47．6　　　互13 【1

　以上 の 方法 で 作成 され た地震 基盤 面 の 地 震波 を 入 力 と し て 、
SHAKEi7 ）

（等価線形一次元 重複反 射理 論）に よ り地表 面の 地震波 を

計 算す る。図 8 に 対象住宅位置 の 地盤 柱 状図 を示す。こ の 地盤構造

の うち、工 学基盤 面 以深 の 構 造は 文 献 8）を参考 に して決 めた。対象

一 28 一

地点 は第 2 種地盤 に分類 され る。土 の 力学特性 （せ ん 断波速度、密

度、層厚）の ば らっ きと して 、文 献 18）を 参考に、図 8 の 値に そ れ ぞ

れ変動係数 10％、20％、10％の 対 数IE規 乱数 を乗 じる。工 学 基盤 面

以 深 を岩盤 とみ な し て 線形 とす る が 、工 学基盤面 以 浅 は 土 の 歪 依存

性 を考慮す る．こ こ で は、告示 第 1457 号
Iv）

に示 され て い る図 9 の 歪

依存性 を用 い た 5

地表面
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　　 図 8 対象住 宅位 置 の 地 盤柱 状図

1D3beD1

呂．li

E　 　 砂質土

　 　 粘性土

　 h 〔％ ｝囲
：，
：o1fi

。。1　　 σ1　　 1　　 1。　　 呂．M，　　 D。1　　 。1　　 1

（a ）せ ん断 弾性率　　　　　　　　（b） 減 衰 定 数

　 　　　 　　　 図 9 土 の 歪 依 存 性
19）

　　 5vc

％ ）

『

靈］，（。、。）
　　　　 10

　図 10 には 、〃 η
＝55 の 断層破壊 に対 す る地 表面 地 震波 100 サ ン プ

ル の うち PGA が 最小お よび 最大 とな る地 震 波の 時 刻歴 を示 す。図

11 は 、100 サ ン プ ル の 応答 ス ペ ク トル の 統計値 （平均、平均 ± 標準

偏差、最大お よ び 最 小 ）で あ る．〃 τ广 5．5 の 場合、断層破壊 面が小 さ

く点 震源に 近 い た め、：す：に 断 層 破 壊 面 の 位 置 （断 層 破 壊 面 と住宅 と

の 距離）が 地震動 強 さに 影 響 を与 え る。ま た、地 盤 の 非 線形 性が 小

さい た め 、短 周 期側 の 成分 が 卓越 す る。図 12 お よび 図 13 は 、tn コ
＝7．5

に 対す る結 果で あ る。こ の 場 合 、断 層 破 壊 面 が 大 き い た め、デ ィ レ ク

テ ィ ビテ ィ やア ス ペ リテ ィ な どの 有 限 断 層効果が 地 震 動 強 さや 波形

に 影響を与え る。さらに、地盤 の 非線形 性 が強 くな る た めに 、O．5 秒

〜1、0 秒程度 の 周期 帯に も大 きな成 分 が 生 じる．以 上 は X 方向 にっ

い て の 結果 で あ る が、Y 方向に つ い て も ほ ぼ 同様 の 結果が 得 られて

い る。こ こ で は SHAKE を用 い て 地盤 増幅解析 を 行 っ て い るの で 、3

次元 地盤構 造、液状 化 、動 的相 互 作 用 の 影響 は 考慮 され て い ない 。
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図 10 地 表面 における地震波 の 時刻歴 （Ml ；5．5、X 方向）
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図 11 地 表面 にお ける加 速度 応 答ス ペ クトル （M1 ＝5．5、X 方 向 ）
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図 12 地表面 におけ る地震波 の 時刻歴 （ag
＝7．5、X 方向）
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図 14 対 象住 宅の 復元 力特性 （上 段）とフラジリテ ィ曲線 （下 段 ）

表 3 建物の 諸 条件
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図 13 地 表 面 にお ける加 速 度応 答ス ペ クトル （q ； ア．5、X 方 向 ）

　以上 の 手順 に よ り作成 され た地 表面 の 地震波 を入 力 と して、住宅

の 弾塑性地震応答解析を行 う。数値積分は Newmark の β法 （β蔬114）
で 行 い 、刻み 時 間 を O．OOI 秒 とす る 。

　対 象住 宅を 2 質点直列せ ん 断モ デル とす る。各層の 単位 有効壁長

あ た りの ス ケル トン カ ーブ は 、文献 20）−22）お よ び 同 様の 住宅 に対

す る 実大加力 実験 お よび震 動台実験 に 基づ い て 、図 14 上 段 に 示 す

quad−］inear と した。動的解析 にお ける履歴 は、木造 建物用 に 開 発 さ

れた バ イ リニ ア ＋ ス リ ッ プ
20｝’22）

とす る。表 3 に、対 象住 宅 の 面 積 、

重量、階高、有効壁 長な どの 諸条件 を示す。XY 方向の 弾性 1次 固有

周期は い ずれ も約 0．28 秒で あ り、各方 向 の 応答解析 を独 立 に行 う。
減衰は 瞬間剛 性 比例 型 の粘性 減衰 3％ とす る。降伏 耐力 9yか ら求 め

られ るべ 一
ス シ ア 係数 は O．7 程度 で あ り、上 部構 造だ け で も非 常に

強度の 高い 住宅で あ る こ とが わ か る。建物 の 重 量 、剛性、耐 力、減

衰の ば らつ き を考慮す る た め に、対 数 正 規 乱 数 を乗 じた。文 献 23）

お よ び 24）や 同様の 住宅に 対 す る 実験 結 果 を 考 慮 し て 、そ れ ぞ れ の 変

動係 数 を 12％、30％、25°／。 、65％ と した。

　 免震層 には 住宅用 天然 ゴ ム 免震 装 置 （ゴ ム 総 厚 100mm）4 基 とス

ライダー （摩擦係数 0．046） 17 基 が設 置 され て い る。免震層 の 動 的

挙動は、免震装 置 （剛 性 154kNtm の 線形 弾 性 モ デル ） と ス ラ イダ
ー

（初期剛 性 100000kN〆m の 完 全 弾塑性 モ デル ） の並 列結合 を 用 い て

模擬す る。上 部構造の 総重量 と免震装 置の 剛性 か ら求め た固有周期

は 約 3．65秒で あ る。免 震 装置 の 水平剛 性 お よび ス ラ イダ
ー

の 摩擦係

数 の ば らつ き を考 慮 す る た め に、そ れ ぞ れ 6．7％、4．3％ の 変動係 数

を持 っ 対数正 規 乱数 を乗 じた
15）。
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　図 15お よ び 図 16は そ れ ぞ れ 、M1 ＝5、5 の 断層破 壊に 対す る 住宅 モ

デ ル の 最 大 層 間変 形 角、最 大 加 速 度 で あ る。各図（a）は 基礎 固定、〔b）

は 免 震 の 結果 で あ る u 免 震 層 の 変 形 角 は 、免 震 装置 の ゴ ム 総厚

（100mrn）に 対す るせ ん 断 歪 を 示 して い る。　 m 【
＝＝5．5 の 場合、地震動

が 小 さい た め に、基礎 固 定 で も免 震 で も、上部構造 の 応答 は ほ ぼ 同

等 で ある こ と が わか る。図 17お よび 図 18は．m コ
＝7．5 の 断層破壊 に

対 す る結果 で あ る．こ の よ うな 大 入 力 の 場合、基礎 固定モ デル で は

上 部構造 の 変 形 角が 1！150 を超 え る ケ
ー

ス が 見られ る。こ れ に 対 し

て、免 震モ デル で は免 震 層 が 変 形 す る こ と で 、lt部構造 の 応 答を 大

幅 に 低減 して い る。ま た、先 述 の 通 り上 部 建 物の 強度 が 高い （べ ・一

ス シ ア係 数 0．7 程 度 ）が 故に、基 礎 固定 の 場 合、加 速度応答が 最大

で 1．4g に 達す る。免 震化 す る こ と で 、加 速度応答 を 1／2〜1／3 に 低減

で きる。図 17 で は、免震装置の 最 大せ ん 断歪 が 読み 取 れ な い が、10D

サ ン プル の うち 最大 で も 350％程度で あ り、限界 歪 400％ （400mm ）

を上 回 る もの は 現れ な い 。図 15 か ら図 18 はい ずれ もX 方向 の 結果

で あ る が、Y 方向 に つ い て もほ ぼ 同様 の 結果が得 られて い る。
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　以 上 の 地 震応答解析 に よ り得 られ た最 大層 間 変 形 や 最 大加 速 度 を

フ ラ ジ リテ ィ 曲線 に適用 し、損傷費 用 を 求 め る。　 般 に 、損 傷費用

を意思決定者が負担すべ き 費用の 合計 とす る こ とで 、合理 的 な 意思

決定 を行 うこ とが出来 る
1）u 本事例で は、意 思 決定者 を住宅 所 有者

（兼居住者） として い る の で、住 宅の 修理 ／ 再 調 達費用、家財 の 修

理 ／再 調達費用、大きな被害 を受 けた 場合 の 避 難に 要す る費用 の 合

計 を損傷費用 C 。（MJ ）とす る。各損傷 費用 の 計 算方 法 を 以下に 述 べ る。

　住宅 の 修理／再調 達費用 は 、構造部材、変形 依 存型 非構 造 部 材 （建

築仕上 げな ど）、加速度依存型非構 造部材 （機 械 ・設 備 な ど） の 損傷

費用の 合計 と して 計 算 され る
14｝。各 部 材 の フ ラ ジ リテ ィ 曲線 を対数

正 規分 布 とす る。各 サ ン プ ル の 応 答 値 を フ ラ ジ リテ ィ 曲線 に適 用 し、
そ れ に 対応す る確率 質量 関数 に基 づ き、サン プ ル ご とに損傷状態 を

一意に 割 り当 て る。各損 傷状態に 対応す る修 理 ／再調 達費用 率
241

を

表 4 に示 す。求 め られた修理／ 再調 達費用率 を再調 達費用 に乗 ずる

こ とで、各部材の 損傷費用 が計算 され る。対 象住宅の 構造部材、変

形 依存型非構造部材、加速度依存型 非構造部材 の 再 調 遠費用 は、そ

れ ぞ れ 1，500 万 円、1．050 万 円、450 万 円で あ り、各階の 面積 に 比例

して 分布す る もの とし た。構造部材
’
の フ ラ ジ リテ ィ 曲線の 中央値 は、

実大実験に よ る ス ケル トン カ
ーブ （図 14上 段 ）の 限 界変 形 角 に基 づ

い て 決め 、対 数標 準 偏 差 を 0．42斗〕
と した （図 141ド段 ）。小 破お よ び大

一 30 一

破 の 限界 変形角は、そ れ ぞ れ 降伏変形角 （】1150）、終局 変形角 （1！3G）

に 対応 す る もの と し、中破 は その 中間の Y60 とし た 。非構造部材 の

フ ラ ジ リテ ィ 曲線 に つ い て は、文献 24）に 示 され て い るもの （図 19）

が 当住宅 に も適用 可能 で あ る と判断 し、こ れ を用 い るこ とに した。

　家財の 損 傷費用 は、加 速 度依 存型非構造部材 と同様 の フ ラ ジ リテ

ィ 曲線を用 い て算出す る
24，。各被害状態 に 対応す る修理／再調達費

用 率 は表 1 の 半分の 値 で あ る
24）。家財 の 再調達費 用は、世帯 主 40

歳 台の 4 人家族 と して 1，600 万円を仮定 し
26）、こ れ につ い て も各階

の 面積 に 比 例 して 分 布 す る も の と し た。

　 確 率
lo 　被

表 4 損傷 状態と修理／ 再 調達費用 率 の 対 応 24〕

無被害
　．．一一．

1大破以 上

0％

　軽微
．
　 2旡

小破　　 中破
一．．．．．．．．．．

110
％　　　　　　50％　　　　　　100％

　　s　　　　
ド

　　　小牌　 ：
06

　　　 ：
中 破

0．40

．2
大破

聖．〔〕

081

，．6

【，斗

o1

確率

0　　　　　　　　　　　　　　　
−．t−

　　　　　　　　［］
O　　　OO2 　　004 　　006 　　0Q8 　　 0　10 　　　　【〕　　　 〔12 　　　エ伽4　　　【，r，　　　〔〕3　　　　1⊂炉

　　 最 大層 間変形角〔rad 〕　　　　　　　　　　 最 大 加速度 〔g）

　　　 （a＞ 変形 依存 型　　　　　　　　 （b） 加 速度 依 存 型

　 　　　　 　図 19 非構造部 材の フラジリティ曲線
24）

　被 害が 大 き い 場 合の 避 難 費 用 は、往復の 引越 し 費用 と転居先 で の

家 賃 で あ る。こ こで は、往 復 の 引越 し費用を 40 万 円 と し、転居 先で

の 家賃 を仙 台 市 内 の 公 団 住宅 （78m
：
〉の 家賃

11〕

を 参考に 9．5 万 円／

月 とする。転屠 期 間 は、住 宅 び）構 造部材
．
の 損傷係 数 の ノi

「
；Damagc

Factor）に応 じて 図 20 の よ うに 定め る．t本 モ デル は．文献 24）の モ デ

ル をベ ー
ス に、対 象 住宅 の 契約 ・設計 ・工 事の 実績 か ら独 自の バ ラ

メ
ー

タ を設 定 した。∠）F は、住 宅全体の 構造部材の 再 調 達費用 に 対す

る修 理 費用 の 比率 で あ る。DF が 10％未満の 場合 に は、居 付 きで の

修 理 が 可能 な た め．避 難 費用 は 発 生 し ない 。

　建 物 の い ず れ か の 層 が 大破 以 上 の 場 合、建物 を修 復す る こ とが 困

難 と して 、解体 ・撤去 ・新築す る もの とす る。こ の 場 合 の 損 傷費用

は 4．8］9 万 円 （＝解体 ・撤去 費川 ：0．75 万 円！  × 149．88Mi 十建 物 の

再 調 達 費川 ：3，00D 万 円 ＋ 家財 の 再調 達費用 ： 1，600万 円 ＋ 引越 し費

用 ：40 万 円＋ 転居 先 で の 家賃 ； 9．5 万 円！月 X7 ヶ 月） で あ る。

　現段 階で 対象住宅 闘有 の 費用モ デル がない 部分 につ い て は、文 献

24）な ど、一
般 的 に 入 手 可能 な もの を代用 した点 を付 言 して お く。

210日

150日

45 日

o
斤

0％　2％　　 10％ 5〔既 100％

DF （％）

図 20 構 造 部材 の 損傷係 数 DF と復 旧 日 数の 関係
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　 以 上 の 損傷費 用モ デ ル に 基づ い て 計算 され た各 サ ン プ ル の 損傷費

用を、図 21 （ml ＝5．5） と図 22 （m コ
≡7、5）に 示 す。各図（a）の 基礎 固

定 と（b）の 免震 の 結果 を比 較す る と、免 震化す る こ と で 損傷費 用 を軽

減で き る こ とが 確認 で き る。図 22（a）に 示 す 通 り、基 礎固定モ デ ル が

Ml ＝＝7．5 の 大 入力 を受 け る場合、大 きな 損傷費用 が 生 じ る 。こ れ は 、

先述 の よ うに対象住宅 の 強度が 高 く設 計 されて お り、構 造部材 が大

破 以 上 に な る ケ
ー

ス は 見 られ な い が 、そ の
一

方 で 、大 きな 加 速度応

答 が 生 じ、こ れ に よ り加 速度依 存型 非構 造 部 材お よび 家財 の 被害が

大 き くな るた め で あ る。図 17 お よび 図 18 に示 した 通 り、免 震 化 す

る こ とで．L部構造の 変形、加 速 度 を共 に低減 で き る こと か ら、そ の

結果 と して 損傷費用が 軽減 され る （図 22（b））。
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　図 21 お よび図 22な どに示 す 6 ケ
ー

ス （3 つ の マ グ ニ チ ュ
ー

ド×2

つ の 設計案）そ れ ぞ れ につ い て 、100 サ ン プル の 損傷 費用の 期待値

EICD（砌）］を求め た もの が図 23 で あ る。地震の マ グニ チ ュ
ードが大

き く なるに つ れ て、免 震化に よ る損 傷費用の 低減効果 が 大 きくなる

様子 が わ か る。な お、損傷費用 を耐震性 能指標 の
一

っ と考 える と、
図 23 は性 能 設 計 に お け る性 能 マ トリ クス に も対応す る。

E［Cp（祠 （朋 ）

400350300250200150100

　 　 　 　 50
マ グニ チ

　　　　 島。
　　 　　

　　 　　　　図 23 損 傷 費 用 の 期待 値

3−4、ライフサイクル ・
コ ス ト評価

　地震の 発 生 をボ ア ソ ン 過 程 と して、（2）式に 図 6（b）の 年 発生 率 v   厂）

お よび 図 23 の 期待 損傷費用 E ［Cp（mj ）
．
1を代 入 し、建物 の 供 用 期 間 （伽 ）

と期待 1．CC （E ［Ct．］）の 関係 を求め た もの が 図 24 で あ る。　d・・O％ （ρ

＝1） とし て い る。図 24 よ り、免震化 す る こ とで初 期 費用 は 260 万

円高 くなるが、2r．0 年後 以 降は その 期待 LCC が基礎 固定 の 場 合の そ

れ を下回る。建 物の 供用期 間を 30年間 と考え る と、免 震化 す る こ と

が有利 で ある とい え る。30年 後に お ける 基礎 固 定 と免 震の 期 待 LCC
の 差 は 111 万 円 で あ り、こ れ は 免 震化す る こ とに よ り住 宅の 所 有者

’

が得 られ る利 益 の 期 待 値 に 相 当す る。
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　 図 25 は、m3 ＝75 の 地震 の 発生 を BPT モ デル と して 期待 LCC を

計 算 した もの で あ る。’o
＝1 （住宅 の 竣工 を前回 の 宮城県 沖地 震の 1

年 後 と仮 定 した 場 合 ） と し て い る d 図 7（a）の 年発 生率お よ び図 23 の

E ［Cp吻 ）亅を（1）式 に 代 入 し、建 物の 供用 期間 と期待 LCC の 関係 を求 め

た。比較 の た め に ボ ア ソ ン ・モ デ ル の 結果 （図 24） も破線 で記 して

ある。実線 と破 線 を比 較 す る と、ボ ア ソ ン ・モ デル を 適用 した 場 合

の 期待 LCC が BPT モ デ ル の 場合 の それを過大評 価 して い る こ とが

わか る。これ は 、図 7（a）に示 した よ うに ボ ア ソ ン
・
モ デル が m3 ＝7．5

の 地 震発 生 率を 過 大 評 価 し、それが 期待 LCC に反 映 され る た め で あ

る。これ に よ り、基礎 固定 と免 震の 期待 LCC の 交点は 33．8年 とな り、
供 用 期 間 を 30 年 とす る場合 に は 基礎 固 定建物が 最適設 計 案 とな る。
これ は、ひ とた び 宮 城 県 沖地震 が 起 きて し ま うと、そ の 直後に 建 て

られ る 住宅 の 供 用 期間 （30 年） 内に 次の 地 震が 奨 生 す る可 能 性 は低

い た め で あ る （図 7（a）参 照）。同 じ 開始時間 で も、仮 に建 物 の 供 用 期

間を 50 年間 とす る と、そ の 間 に 次の 宮城 県 沖地 震 を受 け る 可能 性 が

高ま る こ とか ら、免震 を採用 した 方が 有利 に な る （図 25）。

　図 26 は、t。
＝27 （住宅の 竣 工 を前回 の 宮城県沖地 震の 27 年後 と し

た 場合） と した 場合の 結果 で ある。∫广 1 とは 反 対 に 、ボ ア ソ ン ・モ

デ ル を適用 した場合、期待 LCC を過小 評 価 し てい る こ と がわ か る。
基 礎固定 と免 震の 期待 E．CC の 交点 は 12．8年で 、供用期間 を 30年 と

す る と免震化が 最適案 とな る。

　図 26 と図 25 を比 較す る と、想 定 す る地 震 が 起 きずに 時間が 経過

し危 険度が 高 ま る ほ ど、免震化 の 効果 が 大 き くな る こ とが理 解で き

る。こ の よ うに 、BPT モ デル が 適用 可能 な 場 合 には、地 震危険度 の

時 間依存性 を考慮 に入 れ た 判 断 材 料 を建 物 所有者に 提供 で きる。

　なお、図 26 か らは、基礎 固 定モ デル の 50 年間の 期待累積損傷費

用 が IOOO万 円 程度 に なる こ とが 読み 取れ る。（1）式 よ り 、「期 待 累 積

損傷費用 1 ＝Σ （厂期待損 傷費用 」 × 「期待発生回 数」〉 で あ る （Σ

は 全て の マ グ ニ チ ュードに対す る総 和を表す）。宮城 県沖 地 震 （ml ；

7．5）の みを考慮す ると、期待損 傷費用の 約 400万 円 （図 23） と 50
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年間の 期待発 生 回数の 約 1．8 回 （図 7〔b））の 積 として 期待累積損傷費

用 は 720万 円 に な る。こ れ に Ml ＝5．5 お よび m2 ≡6．5 の 場合 も合計 し

て 1000 万 円程 度 とな る。宮 城県 沖地 震 （ml ≡7．S） に 対す る期待損

傷 費 用 は 約 400万 円 で あ る が、図 21 お よ び 図 22 に 示 し た 通 り、住

宅 （再 調 達価 格 3000万 円） だ け で は な く収容物 （再調 達価 格 1600

万 円）の 修理／再調 達費用 と避 難費用 が 含ま れて い る こ とか ら、現

実的な値 と考え られ る。
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4．まとめ

　本論の 第 2 章で は、建 物 所 有 者 に適 切な 地震対策 を説 明 す る こ と

を 目的 として 開発 され た、地 震 リス ク・
マ ネ ジ メ ン ト技術

1）’4）
を紹 介

した。本論で は、この 技 術に、地震調 査委員会 ・
長 期評 価 部会お よ

び 強震動評価部 会の成果 を 効果的 に 導入す る手法 を新 た に 提案 した。

　第 3 章で は、提 案手法を宮城県仙台 市の 戸建住宅 に適用 した事例

を示 した。地 震 対策 と して 免震構法 に 初期投資す るべ きか 否か を検

討 す る た め に、基 礎 固定 お よび 免震住 宅の 地 震 リス ク （期待 LCC ）

をそ れ ぞれ 算出 し、両者 を比 較 した。 期待 LCC 算出の 際には、地震

調 査 委 員会 ・長期評価部会 の 地 震発 生 確 率モ デ ル お よび 強震動評価

部会 の 強震動予測 モ デル を は じめ とす る、関 連 研 究 分 野で 得 られ た

知 見 を活用 した。以 上の 検討 か ら、前 回 の 宮 城県 沖地震 か ら時間が経

過 した現 在で は、免震化 モ デル の 期待 LCC が免震化 しない 場合 の そ

れ を下 回 る こ とが示 され た。つ ま り、免震化 に初 期投 資 し てお く こ

とで、住宅所有者が 総支出 を軽減 で きる こ とが 検 証 され た。以 上 の

よ うな結果 に 基づ い て、建 物所有 者に 対 して 適 切な地 震 対策に投資

する こ との 意義を説 明で きる。

　2−2 項 で述べ た よ うに、本論で 紹介 した地震 リス ク ・マ ネ ジ メ ン ト
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手 法 で は、断 層破壊 か ら損傷費用 発生ま で の
一

連 の 事象 を、関 連分

野 （地 震学、地 盤 工学、構造工 学 な ど）の 最新の モ デル を 自由 に導

入 して シ ミュレ
ー

シ ョ ン で きる。各分 野で は、既 往の 研 究 成果 の 蓄

積 を踏 まえ て、更 に精 度の 高 い モ デ ル が 開発 され 続 けて い るが 、現

段 階 で （お そ ら く将来 も）対象事象 を 完全 に 模擬 で きる モ デル を得

る こ とは 困 難 で あ る。した が っ て 技術者 側 は、どの よ うな モ デル を

使 うに して も、そ れ らの 適 用 限界 を認識 し て お く必 要 が あ る （本 論

第 3 章の 事例研 究で は 、使 用 した モ デ ル の 適用 限界 を指摘 して い る ）。
そ うした 前提の も とで 、そ の 時々 に お け る 最新の 知見 を積 極 的 に 活

用 し、建物所 有者 を適切 な 地震 対策に 誘導す る こ とが重要 で ある。
　本論の 第 3 章 で は、提 案手法の 適用例 の ひ とつ として、新築住宅

を対象 とす る 事例 を紹介 した。．．一
方 で 、既 存建物の 改修 も重要 な課

題で あ る．こ れ を 踏 ま え て 、現在、各 種既 存建 物の 改修 に 関す る事

例研 究を進 め て い るn 成 果 が ま とま り次第、改 め て 報告 した い 。
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